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※1：液状化の影響の評価については表示していないため、別途考慮する必要がある。 
※2：必要に応じて、レベル1地震動に対して動的解析による変形量の検討を行うことができる。 

なお、耐震強化施設にあっては、レベル1地震動に対しても動的解析による変形量の検討を

行うことが望ましい。 
※3：耐震強化施設は、レベル2地震動に対する照査を行う。 

 

図－2.11.3 直立消波式係船岸の性能照査順序の例 

※1 

永続状態 

レベル 1 地震動に関する変動状態 

 

※3 

永続状態 

レベル 2 地震動に関する偶発状態 

※2 

設計条件の決定 
 

壁体の滑動、転倒、基礎の支持力に関する照査 
 

壁体の滑動、転倒、基礎の支持力に関する照査 
 

円弧すべり、沈下に対する照査 
 

断面諸元の決定 
 

構造部材に関する照査 
 

動的解析による変形量の照査 
 

動的解析による変形量の検討 
 

配置の仮定 

港内静穏度の検討 
 

作用の評価（照査用震度の設定含む） 
 

断面諸元の仮定 

性能照査 

※1：液状化の影響の評価については表示していないため、別途考慮する必要がある。
※2：必要に応じて、レベル1地震動に対して動的解析による変形量の検討を行うことができる。
　　  なお、耐震強化施設にあっては、レベル1地震動に対しても動的解析による変形量の検討を行うことが望ましい。
※3：耐震強化施設は、レベル2地震動に対する照査を行う。

図－2 . 11 . 3　直立消波式係船岸の性能照査順序の例

2 . 12 固化処理土式係船岸

2 . 12 . 1一般
（1） 固化処理土式係船岸は、深層混合処理工法等によってセメントで固化処理した高強度な土で壁体 （以下、
「固化処理土」という）を形成する構造である。固化処理土の設計にあたっては、［施］第2章5 . 5深層混合処
理工法を参照することができる。

（2）図－2 . 12 . 1に、固化処理土式係船岸の概略図を示している。固化処理土は背後地盤を支え、その前面は
直立壁となる。乾燥と湿潤の状態が繰り返されると固化処理土は劣化するため、固化処理土の天端を残留水
位以下とするか乾燥対策を施す必要がある。また、固化処理土の下部の層が液状化すると岸壁に大きな変位
が生じるので、固化処理土を液状化しない層に着底させることを原則とする。固化処理土の安定性を高める
ために、固化処理土の下端を海底面よりも深くなるように設定し、固化処理土の幅は高さよりも広くするこ
とが望ましい。幅が狭い固化処理土にすると、大きな外力が作用することで、固化処理土に曲げ破壊が生じたり、  
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固化処理土が傾斜したりする可能性がある。固化処理土の前面には、矢板などの固化処理土の劣化防止工・
防護工を設置する。

H.W.L.

L.W.L.
R.W.L.

固化処理土
（機械撹拌工）

固化処理土
（高圧噴射撹拌工）矢板

矢板頂部の
上部工

液状化しない層

岸壁法線 壁体上の上部工

図－2 . 12 . 1　固化処理土式係船岸の概略図  

（3）固化処理土には上載荷重や地盤反力、土圧、慣性力などの多様な力が作用する。このことから、固化処理
に深層混合処理工法を用いる場合の改良形式としては、固化処理土の一体性を保つためにブロック式とする
ことが望ましい。陸側の深部などの内部安定に影響を与えにくい箇所に格子式や壁式、接円式（接円ラップ）
を適用することも考えられるが、これらの改良形式を採用する場合には、格子壁のせん断破壊や曲げ破壊、
壁間土砂の抜け出し等の内部安定について追加で照査する必要がある。なお、岸壁法線直角方向の一体性を
保つために、この方向には改良杭をオーバーラップさせて接合を強固にする必要がある。

（4）固化処理土式係船岸は、当初、既存の矢板式係船岸の改良を目的として採用されたが 90）、新設の係船岸
の構造形式として選定することも可能である。

（5）海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾の係船岸では、固化処理土上部で重量物を取り扱ったり、
固化処理土前面において自航式のSEP船（自己昇降式作業台船）のレグを着底したりする。これらの外力に
も適応できる固化処理土式係船岸が多く採用されている。

（6）固化処理土式係船岸の地震時の挙動については遠心模型実験や地震応答解析で検討されており 91）、設計
及び施工にあたっては、この文献を参照することができる。  

2 . 12 . 2 性能照査
（1）固化処理土式係船岸の性能照査順序の例を図－2 . 12 . 2に示す。固化処理土式係船岸の性能照査に用い
る部分係数は現時点では検討されておらず、便宜的に、調整係数を用いた照査を行う。性能照査項目及び調
整係数については、深層混合処理工法による岸壁構造 設計・施工マニュアル（案）92）を参照することができる。

（2）図－2 . 12 . 2には、地震動による液状化等の影響の評価については表示していないので、例えば［作］第7
章 地盤の液状化を参照して、液状化の有無及びその対策について、適切に検討する必要がある。レベル1地
震動に関する変動状態については、震度法により照査することができる。ただし、耐震強化施設においては、
地盤－構造物の動的相互作用を考慮した非線形地震応答解析等により変形量の検討をすることが望ましい。
なお、耐震強化施設以外の固化処理土式係船岸では、レベル2地震動に関する偶発状態における照査を省略
することができる。

（3）レベル1地震動に関する変動状態における固化処理土式係船岸の性能照査に用いる照査用震度の特性値は、
構造特性を勘案して適切に算定するものとする。なお、過去に、等しい照査用震度を用いて設計した重力式
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係船岸と固化処理土式係船岸に対して非線形地震応答解析が行われ、両者の残留変位は同程度であった。こ
のことから、便宜的に、固化処理土式係船岸の照査用震度の特性値は、固化処理土底面から天端までの高さ
を壁高として本章2 . 2 重力式係船岸に準じて算定してもよい。

設計条件の決定

断面諸元の仮定（改良仕様の設定含む）

作用の評価（照査用震度の設定含む）

固化処理土の外部安定（滑動，転倒，支持力）に関する照査

矢板の照査（応力，根入れ長）
上部工の照査（滑動，転倒）

固化処理土の内部安定（端趾圧，せん断応力，地耐力）に関する照査

固化処理土の外部安定（滑動，転倒，支持力）に関する照査

固化処理土の内部安定（端趾圧，せん断応力）に関する照査

動的解析による変形量の検討

動的解析による変形量の照査

円弧すべり破壊の照査

断面諸元の決定

構造部材の照査
固化処理土の劣化対策の決定

永続状態

レベル1地震動に関する変動状態

レベル2地震動に関する偶発状態

永続状態

永続状態，船舶の接岸及び牽引，
レベル1地震動の変動状態

※2

※3

性能照査

※1

※1：液状化の影響の評価については表示していないため、別途考慮する必要がある。
※2：必要に応じて、レベル1地震動に対して動的解析によって変形量を検討する。
※3：耐震強化施設の場合、レベル2地震動に対して動的解析によって変形量を照査する。

図－2 . 12 . 2　固化処理土式係船岸の性能照査順序の例

2 . 12 . 3 構造部材の性能照査
（1）矢板の性能照査
①壁面前面の矢板の性能照査については、本章2 . 4 自立矢板式係船岸を準用することができる。
② 施工中においては、地盤が固化するまでの仮の土留め工として矢板を利用できる。なお、矢板直背後の固
化処理に高圧噴射撹拌工法を用いることが多いが、撹拌してから固化するまで土は液体状になり、泥水圧
程度の土圧となる。施工時の安定性照査では、この大きな土圧を考慮する必要がある。固化するまでは矢
板頭部を連結したり、地盤改良の施工手順に配慮したり、入念な施工計画を立てる必要がある。

③ 供用後には、矢板は固化処理土の劣化防止工・防護工となる。このため、係船岸の設計供用期間中において、
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矢板の性能を確保する必要がある。
④ ②③に示したように、矢板の利用目的を考え、適切に矢板の性能照査を行う。
⑤ レベル1地震動に関する変動状態の照査においては、矢板と固化処理土が接触している範囲では、固化処
理土から矢板への水圧（静水圧及び動水圧）の作用を考慮しなくてよい。その他の外力条件については、
本章2 . 4 自立矢板式係船岸を準用することができる。また、照査用震度の特性値は、固化処理土に用いる
値と等しいものとする。

⑥ 深く根入れした矢板は固化処理土下端の海側への動きを阻害するために、地震時において固化処理土が純
粋な滑動破壊とならず、転倒破壊に近づく。転倒破壊が生じた場合、固化処理土の安定性は大きく低下し
て岸壁法線の変位も大きくなり、補修も難しい。このため、矢板の根入れは固化処理土の下端よりも浅く
することが望ましい。

（2）上部工の性能照査
① 矢板式係船岸のタイロッドとは異なり、コンクリートは引張力に弱いため、海側への矢板からの水平力に
対して上部工の引張力で抵抗する設計は望ましくない。このため、矢板頂部に設置する上部工は、固化処
理土上に設置する上部工とは別の構造部材とし、両者を切り離す等の対策が必要である。

② 矢板頂部に取り付ける上部工の性能照査は本章2 . 4 自立矢板式係船岸を、固化処理土上に設置する上部工
の性能照査は本章2 . 2 重力式係船岸を準用することができる。
③ ［作］第11章9摩擦係数に示したコンクリート間の摩擦係数を参考として、固化処理土上に設置する上部工（コ
ンクリート）と固化処理土の摩擦係数はμ = 0 .5を標準とする。摩擦力を高めるために、上部工底面にせ
ん断キーを設けた事例 90）もある。
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